
【提案・要望項目数】
令和２年度 平成31年度

　○新規　１６項目（うち一部新規は１３項目） 16 17

　○継続　２９項目 うち一部新規 13 10

　○合計　４５項目 29 30

　　 （※）「新　規」：前年度に提案・要望していない事項 45 47
　　　　　「一部新規」：提案・要望の細目に新しい部分が加わる事項

【提案・要望内容】

◇次代を拓く人づくり、健康で安心な暮らしのために　　　（※）表中、下線部分は新たに加わった項目等

№ 提案・要望事項 備　考

子ども・子育て支援施策等の充
実・強化について

① 一部新規

②

③

④

① 一部新規

②

地域医療確保対策について ① 一部新規

②

① 一部新規

②

③

きめ細かな指導ができる教育環
境の整備について

① 継　続

②

① 継　続

②

小・中学校及び高等学校における
教育相談体制の充実について

① 継　続

① 継　続

②

③

令和２(2020)年度国の施策等に関する提案・要望の概要

新　規

継　続

計

2
 

保

障害者への支援の充実について

提案・要望内容

保育所や認定こども園の増設などの量の拡充、保育士や幼稚園教諭の確
保など質の向上に要する財源の確保
幼児教育・保育の無償化の推進に当たり、地方負担分も含めた必要な財源
の確保

放課後児童クラブへの支援制度の拡充

児童養護施設等の措置費及び児童相談所の職員配置基準の引上げ、児童
相談所職員配置に係る財政措置及び児童福祉施設整備への支援制度の拡
充

子ども医療費助成に伴う国民健康保険国庫負担の減額調整措置の全廃、
子ども医療に関わる全国一律の制度を創設

重度心身障害者医療費助成に伴う国民健康保険国庫負担の減額調整措置
の廃止

適切な処遇やサービス提供のため、報酬制度の柔軟な運用など、働き方改
革関連法に基づく休暇の付与等にも対応した人材確保対策の実施

1
　
保

4
　
保

介護人材の確保対策等について

3
　
保

「医療従事者の需給に関する検討会」議論を踏まえ、都道府県が策定する医
師確保計画が実効性のあるものとなるよう、また医師確保対策が効果的なも
のとなるよう支援の充実

医療提供体制の整備に対する支援の充実

介護人材の安定的な確保・定着を図るための処遇改善への取組

介護職の正しい理解とイメージアップ促進への取組

外国人材が介護現場に参入しやすい環境整備、事業所の受入れ体制の整
備に対する支援の充実

6
　
教

特別支援教育に係る環境の整備・
充実について

7
　
教

5
　
教

義務教育標準法の改正による35人以下学級等の少人数学級の拡大、少人
数指導や小学校英語専科指導などの加配教員の増員及び財源の確保

給食管理の徹底や食育の推進等を実現するため、栄養教諭及び学校栄養
職員の定数の標準の見直し、栄養職員等の加配教職員定数の改善・増員

特別支援学級の学級編制の標準の引下げ、通級指導担当教員の増員、特
別支援教育コーディネーターの専任化

医療的ケアの必要な児童生徒に対する適切な支援を行うため、看護師の配
置に必要な財政的支援の充実

スクールカウンセラー等の配置拡充に向けた財政的支援の充実

8
　
教

公立学校施設の整備促進に係る
施策の充実について

老朽化対策事業や教育課題等に対応するため、環境改善等の各種事業に
ついて、当初予算における十分な財源確保

大規模改造事業における補助対象事業の適用範囲の拡大

公立高校の老朽化対策事業等に対する起債措置等の財源措置の拡充

1



① 新　規

②

③

④

◇地域資源を生かし成長するために

№ 提案・要望事項 備　考

① 一部新規

②

① 継　続

②

③

12

農

経営所得安定対策等の充実及び
制度の恒久化について

① 継　続

① 継　続

②

③

① 一部新規

②

③

① 一部新規

②

③

16

環
農

地籍調査の推進について ① 継　続

① 継　続

②

18

産

よろず支援拠点の継続設置につ
いて

① 継　続

全ての外国人に日本語学習等の機会を提供する公的仕組みを構築

義務標準法の規定に基づいた「日本語指導を行う教員に係る基礎定数化」
による改善の促進

農地利用の集積・集約化、園芸作物の導入拡大に向けた生産基盤整備の
財源確保

9

産
教

外国人材の受入れと多文化共生
施策について

外国人の受入れ方針や多文化共生施策に係る総合的方針を策定し、関係
者の役割を明確化した上で、国民に周知

全ての外国人が安全・安心に暮らすための環境整備、地方自治体が行う施
策に対する財政措置

10

農

農業の成長産業化や農村地域の
防災・減災力の向上に向けた農業
農村整備事業の安定的な財源確
保について

新たに選定された防災重点ため池を中心とした防災・減災対策を迅速に推
進するための予算確保

森林経営管理制度の実施に当
たっての適切な支援措置の実施
について

野生鳥獣被害防止対策への支援
及び新技術研究・開発の強化に
ついて

13

環
農

17

環

リサイクル産業の理解促進と高度
なリサイクルの推進について

11

農

15

環

林業・木材産業の成長産業化に
不可欠な木造・木質化推進につい
て

畜産クラスター構築及び食肉処理
施設の再編合理化のための事業
継続と財源確保について

①及び②について当初予算での確保

14

総
環

森林経営管理法の制定により市町村が担う業務円滑化のため、実施体制の
確保に対する適切な措置

畜産クラスター構築に必要な事業の中長期的な継続と財源の確保

食肉処理施設の再編合理化による廃棄に対する支援の継続と財源の確保

提案・要望内容

需要に応じた米の生産の推進、経営所得安定対策等の充実に必要な財源
確保と制度の恒久化

市町の「鳥獣被害防止計画」に基づく侵入防止柵設置に係る当初予算の財
源確保

国が主体となって、鳥獣被害防止対策を省力的かつ効果的に行うためのICT
やドローンの活用技術を研究・開発し、総合的な技術体系を構築

効果的な進入防止対策の確立と対策に必要な技術的・財政的支援

必要な林業労働力の確保や地籍調査の着実な推進に係る支援策の強化

森林経営管理制度の実施に当たり、地方財政計画において必要な経費を適
切に計上

住宅分野における木造住宅建設促進支援の強化

非住宅分野における木造・木質化の促進策の拡充

木材利用の重要性について国が率先して普及啓発を強化

災害からの復旧・復興や農地の集積・集約化、森林施業の集約化による森
林整備を計画的に実施するため、地籍調査を迅速かつ着実に推進するため
の計画面積に見合った財源措置

リサイクル施設の円滑な新規立地へ繋げるためのリサイクル産業に対する
認知度向上のための取組

優良リサイクル業者育成のため廃棄物等の再資源化において高度な技術を
用いる業者の優先活用措置の創設

「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業」による無料経営相談
所として設置されているよろず支援拠点の継続設置

2



◇安全で快適な生活のために

№ 提案・要望事項 備　考

大規模災害対策の推進について ① 一部新規

②

③

④

① 一部新規

②

③

④

⑤

21

土

河川・砂防事業の推進について ① 一部新規

②

③

22 住宅・建築物の耐震化の推進に
ついて

① 継　続

土

① 継　続

① 継　続地域高規格道路の整備について

20

土

23

土

高規格幹線道路の機能強化につ
いて

安全・安心な県民生活を支える社
会資本の整備・保全について

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の推進に当たり、十分
な財源確保と令和３(2021)年度以降の継続

耐震改修に係る所有者の経費負担軽減を図る国庫補助制度の充実

高規格幹線道路の整備促進

24

土

思川、巴波川等における直轄河川事業や日光地域における直
轄砂防事業の推進

那須岳火山噴火緊急減災対策砂防計画に基づくハード、ソフト
対策の直轄事業による実施

19

民

被災者生活再建支援法の適用について、全ての被災市町村を支援対象とす
る見直し、また、支援金の支給を半壊世帯から対象とするほか、これらの財
源確保のための、被災者生活再建支援基金の国庫補助割合の引き上げ
等、東日本大震災時と同様の措置

災害救助法の求償について、応援した自治体が救助費用を支弁した場合の
国への直接請求の制度化、住宅の応急修理について、迅速かつ効率的に
実施できるよう運用しやすい制度への改善

提案・要望内容

各種避難情報を住民が正しく理解し、適切な避難行動につながるよう、特に
５段階の警戒レベルはわかりやすく丁寧な周知の実施

被災自治体への行政職員の派遣について、「被災市区町村応援職員確保シ
ステム」の実効性のある仕組みとしての確立及び応援した自治体への十分
な財政措置

社会資本の整備・保全を着実に推進するための十分な財源の確保

社会資本整備総合交付金制度の地方固有の政策課題に的確に対応できる
ような運用

主要施策への重点投資を可能とする国庫補助事業の拡充

老朽化する社会資本の維持管理・更新の計画的実施のため、国庫補助・交
付金事業における交付対象の拡大及び公共施設等適正管理推進事業の交
付税措置率の更なる引上げなど、地方への財政支援の充実

・東北自動車道宇都宮IC以北の６車線化整備計画策定

・栃木IC付近における渋滞対策の早期実施

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」について、
迅速かつ確実に推進するよう十分な財源の確保と対象要件を
拡大した上で令和３(2021)年度以降も継続して実施

・新たなスマートICの整備推進に向けた支援

・スマートICアクセス道路の整備推進に向けた予算の確保

・北関東自動車道における休憩施設の早期整備

地域高規格道路の整備支援

・茨城西部・宇都宮広域連絡道路の整備推進

・常総・宇都宮東部連絡道路の整備支援

・日光宇都宮道路（有料道路）の計画的な修繕実施や更新に向けた支援

・地域高規格道路ICアクセス道路の整備支援

・地域高規格道路等の再編・指定

3



① 継　続

公共交通ネットワークの維持・充
実について

① 継　続

②

③

④

① 継　続

②

① 継　続

②

③

① 一部新規

②

③

30

環

安定型最終処分場の許可基準に
ついて

① 継　続

① 新　規

②

③

④

ダム事業の着実な推進及び生活
関連事業の実施について

25

土

直轄国道の整備等について

26

土

27

土

直轄国道等の整備推進

〔国道４号〕

・西那須野道路の整備推進

・矢板拡幅の整備推進

・矢板大田原バイパスの整備推進

・那須塩原市大原間地区、宇都宮市雀宮駅前・駅北地区、上横田地区、小
山市粟宮地区の歩道整備等推進並びに那須町以北の線形改良の推進

〔新４号国道〕

・平面交差部の立体化による渋滞対策の推進

・圏央道五霞ICまでの６車線化推進

〔国道50号〕

・足利市街地の混雑交差点の立体化等による渋滞対策の推進

〔国道121号〕

・日光川治防災（直轄権限代行）の整備推進

・将来的には、国が管理を行う直轄管理区間として指定

〔国道120号〕

・冬季通行止めの解消に向けた金精道路の直轄権限代行による整備検討

バス等の生活交通の維持・充実に対する支援制度の拡充や地方財源への
支援強化

第三セクター鉄道の経営を維持するため、経営安定のための新たな運営費
補助等の創設や地方負担に係る地方財政措置の拡充、鉄道安全輸送設備
の維持改善のための十分な財源の確保

宇都宮市と芳賀町におけるＬＲＴの整備実現のための積極的な財政支援

交通系ＩＣカード導入や鉄道駅バリアフリー化に向けた必要な財源の確保

思川開発事業の速やかなダム本体工事着手と早期完成

水源地域住民生活再建支援のための付替県道上久我栃木線道路改良事業
などの整備推進

地方消費者行政強化交付金の財源確保

若年者への消費者教育の推進等に対する支援の充実、実情に即した弾力
的な事業実施が図れるよう交付金制度全体の見直し

情報収集等センター運営に要する費用に対する財政措置

廃棄物処理法において、安定型最終処分場が過度に集中する地域に対す
る総量規制基準の創設と設置許可における地方裁量の導入

有効な防除方法の開発、農薬の適用拡大を促進

防除を実施する農業者への支援策の事業化

都県を越えた広域防除連絡体制の整備

特定外来生物法に係る規制緩和

28

教

高校生の山岳事故防止対策等の
充実強化について

高校生の登山等の安全確保に関する部活動の顧問等を対象とした研修体
制の更なる充実

雪崩等の気象災害に関する詳細な予報システムの開発やきめ細かな気象
情報の提供

高等学校登山部顧問の人材不足を解消するため専門的な知識を有する外
部人材を活用するための予算措置

29

民

31

環
農

クビアカツヤカミキリ防除対策の
支援について

地方消費者行政の安定的な推進
について

4



◇輝く地域づくりのために

№ 提案・要望事項 備　考

地方大学の振興への支援につい
て

① 継　続

②

① 継　続

②

③

④

① 継　続

②

③

① 継　続

②

日光国立公園の魅力アップにつ
いて

① 継　続

②

③

国際観光旅客税の地方への配分
について

① 継　続

◇原子力災害からの復興のために
№

提案・要望事項 備　考

① 継　続

②

③

④

⑤

⑥

① 継　続

②

③

④

「国際観光旅客税」を、地方が行う多言語表示の観光案内板等の基盤及び
宿泊施設や国立公園等の質の向上の受入環境の整備に加え、公衆無線ＬＡ
Ｎ（Ｗｉ－Ｆｉ）等の管理運営費に活用可能とするなど、自由度の高い交付金制
度等の創設

提案・要望内容

国の責任のもと指定廃棄物の速やかな処理

指定解除制度の運用に当たり処理責任は国にあることから地方公共団体の
意見を踏まえた対応

指定解除後の廃棄物も含め、8,000bq/kg以下の廃棄物の処理先の確保等
に関する具体的支援

一時保管が長期化している農家等の負担軽減策

放射性物質に汚染された廃棄物の処理の安全性に関する正確かつ分かり
やすい情報提供及び知識の普及啓発

地方公共団体及び民間事業者が行う廃棄物の収集・運搬、保管、処分及び
モニタリングに係る必要経費の東京電力㈱による賠償への指導

地域の実情に応じた除染対策を実施できるよう万全な措置

除染除去土壌等の保管場所における自然災害からの被災防止対策など保
管及び処分に係る安全性の確保に係る措置

農地の除染対策を全ての農業者が負担なく、効果的かつ確実に実施できる
よう放射性物質吸収抑制対策事業の継続

除染等に要した経費に対する国及び東京電力㈱の万全の措置

39

環
農

地域の実情を踏まえた除染対策
の推進について

34

国

国民体育大会及び全国障害者ス
ポーツ大会開催に向けた財政支
援等について

37

環
産

32

総

33

総

東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会に向けた支援につ
いて

35

土
国
教

国民体育大会の開催等を踏まえ
た運動施設の整備等について

38

環
保
農

提案・要望内容

地方創生にとって重要な役割を担う地方大学について、その振興・機能強化

運営費交付金等の拡充、施設整備・研究投資の拡大など、必要な財政支援
の充実

「ホストタウン」や「文化プログラム」の取組に対する支援の充実強化

バリアフリー化やユニバーサルデザインによるまちづくりに取り組めるよう必
要な支援

国体及び全スポの開催経費や施設整備費について、財政的支援の充実

中長期的な観点から都道府県及び市町村の意向を反映させた国体及び全
スポの開催方法等の検討

国体等の開催に向けて進めている運動施設の整備・改修等について十分な
財源の確保

総合スポーツゾーンの重点的な財政支援

国立公園内の自然公園施設の老朽化対策や国際化対応のための必要十分
な財政措置

国立公園へのインバウンド旅行者受入のため外国語対応ガイド等人材育成
や案内機能の強化、閑散期誘客や長期滞在を促すための観光メニューの磨
き上げのための財政支援

観光地における周遊性やアクセス性を高めるための交通ネットワーク強化の
取組支援

新たに導入される競技種目･種別の開催費用について財政的支援等の十分
な対策の実施

放射性物質に汚染された廃棄物
等の処分について

36

環
産
土

様々な効果が、日本全体にいきわたるよう配慮

キャンプ候補地情報、地域の観光資源、伝統文化など日本全国の魅力の世
界発信

5



40

環

原木しいたけ等の復興への支援
について

① 継　続

農産物及び加工食品に関する輸
出環境の整備について

① 一部新規

②

③

◇新たな自治の基盤づくりのために
№

提案・要望事項 備　考

地方創生及び地方分権改革の推
進について

① 一部新規

②

③

④

⑤

地方税財源の充実・強化について ① 継　続

②

③

地方税制度の見直しについて ① 新　規
（組替）

②

③

国会等移転の促進等について ① 継　続

②

全国的に深刻化している原木不足の需給調整機能の強化と県内産しいたけ
原木の利用拡大に向けた支援

輸入規制実施国に対する輸入規制の早期解除に向けた交渉及び安全性に
関する的確な情報発信等風評被害払拭に向けた積極的な取組

45

総

43

総
経

44

経

社会保障制度の持続可能性の確保と少子化に対応するための子ども・子育
て支援の充実に取り組める必要財源の確保

ゴルフ場利用税の現行制度の堅持、財政力の弱い市町村への配慮

地方法人課税における新たな偏在是正措置により生じる財源全額を地方財
政計画に歳出として計上

太陽光発電事業への法人二課税等の課税について、従業員が常駐しない
太陽光発電施設についても、その施設が所在する都道府県の課税対象化

偏在性の小さい安定的な税体系を構築できるよう、引き続き地方税制度の
見直し

国会における具体的議論の働きかけと合意形成に向けた取組の強化

国会等移転のワンステップとしての「キャンプ那須」（仮称）の整備

国における積極的な施策展開

地方へ権限と財源の移譲等、地方分権改革の推進

「提案募集方式」における地方の提案の最大限の実現

地方財政計画の策定に当たり地方に必要不可欠な財政需要の的確な計上
と臨時財政対策債の廃止や地方交付税の法定率の引き上げ等により、必要
な地方一般財源総額の確保

新たな食肉センターから早期の牛肉輸出が可能となるよう、各国の輸出認定
取得に向けた指導を継続的に実施

検疫条件未設定や厳しい条件設定の品目がある諸外国に対する条件の設
定や緩和に向けた迅速な政府間交渉の実施

提案・要望内容

地方創生の実現に向け、地方が自主性・独自性を最大限に発揮して取り組
むため、まち・ひと・しごと創生事業費及び地方創生関連交付金等必要な財
源の更なる拡充や要件緩和

地方の現状や課題等を踏まえた新たな総合戦略の策定

42

総
経

41

保
産
農
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